天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進事業
生ごみ処理機等設置補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　村は、各家庭から排出される生ごみの減量化・再資源化を図るため、電動生ごみ処理機又は生ごみ処理容器（以下「処理機等」という。）を購入し、設置する世帯に対して、天栄村補助金等の交付に関する規則（昭和５９年天栄村規則第４号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。
（定義）

第２条　「電動生ごみ処理機」とは、電気を用いて、生ごみの減量化及び堆肥化することができる構造を有する機器（中古品を除く）をいう。
２　「生ごみ処理容器」とは、微生物を利用して生ごみを発酵させ、分解することにより、当該生ごみの減量化及び堆肥化することができる構造を有する容器で、次に掲げる容器をいう。

（1） コンポスト容器

（2） 密閉型容器

（補助金の交付対象）

第３条　補助金の交付対象は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

（１）村内に住所を有し、かつ、居住していること。

（２）交付を受けることができる者は、世帯主とする。ただし、事情により世帯主が申請できない場合は、その他の世帯員であればよいものとする。

（３）処理機等を自ら使用し、これらを適切に維持管理できると認められること。

（４）減量化及び堆肥化された生ごみを自己の責任において処理することができると認められること。
（５）村税等を滞納していないこと。
２　当該事業は、各世帯を対象とする事業であるため、行政区又はその他の団体等は補助対象外とする。

（補助金の額及び補助対象の数量）

第４条　補助金の額は、次の各号に掲げる処理機等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
　（１）電動生ごみ処理機　生ごみ処理機の購入費の２分の１以内とし、４万円を限度とする。
　（２）生ごみ処理容器　生ごみ処理容器の購入費の２分の１以内とし、３，０００円を限度とする。

２　前項に規定する補助金の額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

３　補助金の交付の対象となる処理機等は、１世帯（同居世帯は１世帯とする。）につき生ごみ処理機にあっては１基まで、生ごみ処理容器にあっては２基までとする。
（交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は、天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進事業生ごみ処理機等設置補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、購入した日から１年以内に村長に提出しなければならない。

　（１）購入に係る領収書又は支払が完了した旨を証明できる写し等
（２）処理容器のカタログ又は写真等
　（交付の決定通知）

第６条　村長は、前条の申請があったときは、速やかに補助金の交付の適否について審査し、交付の決定をしたときは、天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進事業生ごみ処理機等設置補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。
　（補助金の請求及び交付）

第７条　前条の規定により通知を受けた者は、天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進事業生ごみ処理機等設置補助金交付請求書（様式第３号）を村長に提出し、補助金の交付の請求をするものとする。

２　村長は、前項の請求があったときは、その内容を審査し、適正と認めたときは、当該請求をした者が指定した金融機関の預金口座への口座振替の方法により、交付するものとする。

（補助金の返還）
第８条　村長は、前条の規定により補助金を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金を返還させることができる。
（1） 補助金の申請に不正があったとき。
（2） その他不適当と認められる事実があったとき。
　（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、村長が別に定める。
　　　附　則

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。

附　則

天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進事業補助金交付要綱は廃止する。
この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、令和７年４月１日から施行し、改正後の天栄村一般廃棄物減量化・リサイクル化推進 
事業生ごみ処理機等設置補助金交付要綱の規定は、同日以後に申請する補助金交付から適用し、同日前に申請した補助金交付については、なお、従前の例による。

